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中国本土と台湾間の民事判決の相互承認及び執行に関する一考察　　　方　世良
一、外国判決の中国での承認・執行
　中国本土における外国判決の承認・執行に関する法規定は、主に民事訴訟法の関連規定、最高人
民法院による司法解釈と、中国が加盟した国際条約または外国との間の外国判決の承認・執行に関
する条項を含む二国間協定などである2。
　中国の民事訴訟法は1982年３月８日に公布され、同年10月１日に施行された「中華人民共和国民
事訴訟法（試行）」から、1991年４月９日に公布・施行された正式立法、そして、2007年10月28日
に公布され、2008年４月１日に施行された第一次改正法を経て、現行の第二次改正法（2012年８月
31日公布、2013年１月１日施行）に至っている。外国裁判所の判決、決定の承認・執行に関して、
中国本土では現行民事訴訟法第281・282条が承認・執行の要件を定めている3。現行中華人民共和国
民事訴訟法（以下「中国民訴法」と略す。）第281条によれば、「外国の裁判所が下した法的効力が
生じた判決又は裁定について、中華人民共和国の人民法院の承認及び執行を必要とする場合には、
当事者が直接に中華人民共和国の管轄権を有する中級人民法院に対し承認及び執行を申し立てるこ
とができ、また外国の裁判所が当該国と中華人民共和国とが締結し、若しくは参加している国際条
約の規定により、又は互恵の原則に従い、人民法院の承認及び執行を請求することもできる」と定
め、そして、第282条によれば、「人民法院は、承認及び執行が申し立てられ、又は請求される外国
の裁判所が下した法的効力が生じた判決又は裁定について、中華人民共和国が締結し、若しくは参
加している国際条約により、又は互恵の原則に従い審査をした後、中華人民共和国の法律の基本原
則又は国の主権、安全若しくは社会公共利益に違反していないと認められるときは、その効力を承
認する旨を裁定し、執行する必要がある場合には、執行命令を発し、この法律の関係規定により執
行する。中華人民共和国の法律の基本原則又は国の主権、安全若しくは社会公共利益に違反する場
合には、承認及び執行を行わない」と規定している。条文から見ると、中国における外国判決の承
認及び執行の要件を定めている中国民訴法の第281・282条の内容は日本の民事訴訟法118条にいう
公序要件及び相互の保証要件に相当するものと見なされる。また、上記の条文によれば、判決国と
の間に判決の相互承認及び執行に関する条約がない場合、互恵原則か互恵の関係の有無が審査され
ることになる。しかし、中国においては、「互恵関係」の具体的内容を示す司法解釈や、その他の
明示解釈がないため、実務上では、「互恵関係」の有無を判断することが判断を左右することとなり、
「互恵関係」の意味が不明確であることにより異なる判断がなされることがある。「互恵関係」の意
味に関しては、「先行承認執行事例説」と「実質条約基準説」との学説が存在しているが、2015年「人
民法院が『一帯一路』」建設のために司法サービス及び司法保障を提供することに関する最高人民
法院の若干の意見」（以下「2015年通達」）が最高人民法院により公布され、さらに、2016年南京決
２　馮　茜「外国判決の承認・執行に関する中国の現状と改革の動向」『国際商取引学会年報』2017　vol.19　61頁。
３　1991年民事訴訟法267,268条、2007年改正265,267条、2012年改正281,282条
53
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第50号 （2021.１）
定及び第二期典型裁判例の発布に基づき、（条約がない場合についての）中国における外国判決承
認・執行要件の一つである「互恵の関係」は、判決国において中国人民法院の判決を承認・執行し
た事例が存在すれば満たされる要件であることがほぼ明らかとなった4。
　そして、最高人民法院は全国人民代表大会が制定した法律に対する補足として司法解釈を行って
いる。しかも、公布された司法解釈は、すでに制定された法律と同等の法的地位を有し、裁判所が
事件を審理する際には、制定された現行の法律と共に、司法解釈を引用することもよくある。民事
訴訟法の司法解釈について、最高人民法院は1992年７月14日に「『中華人民共和国民事訴訟法』の
適用に関する若干の問題に関する意見」（以下「民訴法意見」という。）を公布した。その後、2012
年の民事訴訟法改正に伴い、最高人民法院は2015年１月31日に「『中華人民共和国民事訴訟法』の
適用に関する解釈」（以下「民訴法解釈」という。）を公布した。2015年２月４日の民訴法解釈の発
効によって民訴法意見は廃止された。外国判決が中国本土で承認・執行を申し立てられる際、この
2015年民訴法解釈は、民事訴訟法と並んで、判決の法源となっている。民訴法解釈の533条、543条、
544条、546条～549条は、外国判決の承認・執行に関する規定である。民訴法解釈533条は国際訴訟
競合に関する規定である。543条には、当事者の申立に必要な書類（申立書、判決・裁定の正本又
は正本と相違ないことが証明された副本及びその中国語訳、欠席判決の場合、外国裁判所が合法的
に呼び出したことの証明文書）が規定されている。544条には、両国間に条約等又は互恵関係がな
いときには、離婚判決を除き5、当事者の申立を却下しなければならないこと、また、この場合には、
当事者は新しい訴えを提起できることが規定されている。546条は、承認申立と執行申立を区別し、
執行申立については承認申立と共に承認裁定を要することを定めている。547条は、承認・執行申
立期間に関する規定である。548条は外国判決承認・執行事件の審理手続に関する規定である。549
条の規定では、「中国と条約関係又は互恵関係がない国の裁判所による、外交ルートを通さない直
接の司法共助請求について、人民法院はそれを請求裁判所に差し戻さなければならない」と規定さ
れている6。
二、台湾判決の中国本土での承認・執行
　1998年から2015年までの約20年間に、中国本土側では、台湾判決の中国本土側での承認及び執行
４　粟津光世「日本，中国，台湾，香港の判決，仲裁判断の相互承認と執行の現況」『国際商事法務』
Vol.26,No.11（1998）1153頁。
 　森川伸吾「日中間における判決の承認・執行～「相互の保証」に関する状況の変化～」『国際商事法務』
Vol.45,No.8（2017）1084頁以下参照。
 　奥田安広・宇田川幸則「中国における外国判決承認裁判の新展開」『国際商事法務』Vol.45,No.4（2017）499頁。
５　外国離婚判決の承認に関しては、1991年７月５日に「中国公民の外国裁判所での離婚判決の承認申立て手続
問題に関する規定」という特別な司法解釈が公布された。同規定によって、外国離婚判決の承認・執行は判
決承認・執行一般と異なり、中国との互恵関係が要求されない。馮　茜前掲注２）脚注12を参照。
６　馮　茜　前掲注２）62-63頁。
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について、すでにいくつかの立法を行っている。すなわち、①1998年５月に施行された《人民法院
が台湾地区関係法院の民事判決を承認することに関する規定》（法釈「1998」11号、以下1998年規
定と略す。）、②1999年に施行された「最高人民法院による当事者が台湾地区関連法院の民事調停書
又は関連機関のした若しくは確定した調停協議書について人民法院に承認の申立てをした場合に人
民法院が受理すべきか否かに関する意見回答」7（法釈「1999」10号、以下1999年規定と略す。）、③
2001年に施行された「最高人民法院による当事者が台湾地区関連法院の下した支払命令について人
民法院に承認の申立てをした場合に人民法院が受理すべきか否かに関する意見回答」8（法釈〔2001〕
13号、以下2001年規定と略す。）、と④《人民法院が台湾地区関係法院の民事判決を承認することに
関する補充規定》9（法釈「2009」４号、以下2009年規定と略す。）の４つの立法（司法解釈）である。
この４つの司法解釈は時代ごとに、中台間の経済交流と発展の確保に大きな影響を与えてきた。
　しかし、時代の発展とともに、中台間の民事判決が多数発生することとなり、2015年までの４つ
の立法が対応できない部分が益々露呈してきた。最高人民法院は、台湾判決が中国本土の人民法院
で承認及び執行される際に生じる多様な問題の解決に向けて、前述した４つの司法解釈を基に、中
台間の民商事判決の相互承認・執行の実務経験を踏まえて新たな立法を行った。それがまさにこの
2015年規定である。2015年規定が施行されると同時に、４つの立法は廃止され、2015年７月１日よ
り、新規で受理されるあるいは、すでに受理されたが解決にまだ至っていない台湾法院の民事判決
は2015年規定が適用されることになった（2015年規定第23条）。
　2015年規定は前述の４つの司法解釈に対して、台湾判決が中国人民法院で承認及び執行を申し立
てられる際に、申立てできる判決の範囲、事件の管轄連結点および具体的な手続等について、改正
がなされた。その主な改正点は以下の通りである。
１．承認・執行の申立てができる判決の範囲
　台湾の判決が人民法院に承認・執行を申し立てられる際に、申立てできる判決の範囲については、
旧規定と比べ、2015年規定においては以下の３点を中心に改正が行われた。
（１）承認・執行の申立てができる判決の範囲の拡大
　台湾法院が刑事訴訟事件において下した和解筆録を含む民事損害賠償判決と、台湾地区各級の調
７　《关于当事人持台湾地区有关法院民事调解书或者有关机构出具或确认的调解协议书向人民法院申请认可人民
法院应否受理的批复》（中国においては、最高人民法院と最高人民検察院が発する「司法解釈」と呼ばれる
文書が重要な法源とされている。最高人民法院の司法解釈には「法的律効力」があるとされ、少なくとも下
級人民法院は簡易な裁判においてこれに拘束される。ここにある「批複」は具体的な事件を処理する過程で
生じた法律上の疑義につき、下級人民法院から順次より上級の人民法院への照会がなされたことを契機とし
て、最高人民法院から照会を行った高級人民法院に対して下される解釈である。高見澤磨＝鈴木賢＝宇田川
幸則『現代中国法入門「第７版」』）（有斐閣、2016年）110頁以下参照。）
８　 《关于当事人持台湾地区有关法院支付命令向人民法院申请认可人民法院应否受理的批复》2001年３月20日由
最高人民法院审判委员会第1053次会议通过、自2001年４月27日起施行。
９　《关于人民法院认可台湾地区有关法院民事判决的补充规定》（法释 [2009]４号、以下《補充規定》と略す。）
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解委員会で交付され、かつ台湾法院によって判決と同等な効力があると認定された調解文書を承
認・執行の申立てができる判決の範囲の枠内に入れることによって、台湾地区でなされた民事裁判
性と効力がある大部分の法律文書が承認・執行の申立てができる判決の範囲に含まれることになっ
た（2015年規定第２条）。
（２）台湾地区の一部法律文書の名称の改正
　中国本土と台湾は法律制度が違うため、法律文書の名称にも相違がある。2015年規定においては、
調解書を調解筆録または和解筆録に、支付令が支付命令（支払命令）に書き変えられている。すな
わち、台湾の民事訴訟規定を中国本土側の民事訴訟規定と照らし合わせれば、台湾の民事訴訟規定
の中に、中国本土側の民事訴訟規定の中に取り上げられている調解書という概念に相応するのが和
解筆録か調解筆録である。和解筆録と調解筆録は判決と同等な効力を有している。また、中国本土
側の民事訴訟規定にある支付令という概念に相応するのが支付命令（支払命令）である。法律文書
の名称を台湾側に合わせて書き換えるのが2015年規定の新たな注目点である。これによって、台湾
側の判決が中国本土側でよりスムーズに承認・執行されることになろう。
（３）仲裁判断に関する規定を1998年規定から分離
　2015年６月30日まで、台湾地区関係法院の民事判決および台湾地区仲裁機関の仲裁判断は、中国
本土側で承認・執行が申し立てられた場合、どちらも1998年規定が適用されてきた（1998年規定第
19条）。しかし、仲裁判断と民事判決では制度上の違いがあることから、台湾地区の仲裁判断を中
国本土側で承認・執行するためには、1998年規定をそのまま適用するのは無理があると批判する学
説もあった10。そのため、2015年規定は、仲裁判断に関する中国本土側での承認・執行を民事判決
規定から分離させ、2015年７月１日から、《最高人民法院が台湾地区仲裁判断を承認及び執行する
ことに関する規定》を適用することになった。
２．事件の管轄
　民事訴訟においては、原告は原則として被告の住所地を管轄する裁判所に裁判を起こすべきとさ
れている。しかし、1998年規定はこの原則に反した形をとっている。1998年規定の第３条によれば、
申立ては申立人の住所地、常居所地または被執行財産所在地の中級人民法院が受理すると規定され
ていた（1998年規定第３条）。主な理由としては、1990年代、これらの事件の申立人らの多くは中
国本土に居住している住民であり、他方で、被申立人の多くは台湾住民であった。その後、中台間
の貿易活動が活発になり、台湾地区住民が人民法院に判決の承認・執行を申し立てる事件も年々増
加している。管轄連結点を限定する規定と見なされている1998年第３条の規定により、台湾住民が
中国本土で判決の承認・執行を求めようとしても受理できないことが多いという問題があった。両
10　张建・李辉『中国大陆与台湾地区相互认可和执行仲裁裁决的法律思考—兼评2015「最高人民法院关于认可和
执行认可和执行台湾地区仲裁裁决的规定」』《時代法学》2015.6
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当事者の利益保護のため、最高人民法院が2006年に制定した『内地とマカオ特別行政区の間におけ
る民商事判決の相互承認及び執行について』11と2008年に制定した『内地と香港特別行政区の間に
おける民商事判決の相互承認及び執行について』12を参考にし、第４条第１項で管轄連結点を拡張
して、被申立人の住所所在地、常居所地のある人民法院もこれらの事件を受理することができるよ
うになった。そして、海事法院、知的財産権法院等の関係する専属人民法院も受理することができ
ると規定されている（2015年規定第４条）。
３．受理要件
　台湾法廷が下した判決が中国本土において、承認及び執行を申し立てられた際、申立人が提出す
べき資料及び受理要件については、2015年規定では申立資料を簡易にし、受理要件を緩和する規定
が設けられている。具体的には、以下の通りである。
　（１）申立人が他人に台湾地区法院の民事判決の承認の申立てを委託する場合、委託者が署名ま
たは捺印した授権委託書を中国本土人民法院に提出しなければならない。台湾地区、香港特別行政
区、マカオ特別行政区または外国の当事者が署名または捺印した授権委託書は、関連の公証、認証
またはその他の証明手続を行わなければならないとする規定に加えて、授権委託書が人民法院の裁
判官の立ち合いの下で署名捺印された場合、もしくは中国本土の公証機関によって当該授権委託書
が中国本土で署名されたものであることを証明できる場合のいずれかに該当する場合を除外するこ
とが同規定の第６条に新たに設けられている。
　（２）1998年規定の第８条では、申立人に対して、「人民法院が申立てを受理した後、台湾地区関
係法院の民事判決が効力を有するかどうかにつき確定することができない場合は申立人に判決を下
した法院が出した証明文書を提出するように告知しなければならない」という証明文書の提出要求
が明文規定されていたが、2015年規定では、この要求をさらに明確にし、「申立人は、台湾地区法
院の人民法院判決の承認の申立をする時、関連の証明書類を提出して、当該判決が真実且つすでに
効力が発生していることを証明しなければならない」と規定した上に、「申立人は人民法院に対し
て海峡両岸調査証拠収集司法互助ルートを通じた台湾地区法院の民事判決の真実性及び発効済みか
否か及び当事者が適法に召喚されたとする証拠書類についての調査・確認を申立てすることができ
る。人民法院が必要と認めたときは、関連事項について職権により海峡両岸司法互助ルートを通じ
て台湾地区に対して調査・証拠取集を請求することができる」との内容が追加規定されている。こ
れは長年にわたる海峡両岸の司法交流および2009年に合意された《司法共助協議》から生じた効果
だと考えられ、申立人側の負担が軽減され、事件の解決のスピードアップおよび効率の向上に繋がっ
11　《最高人民法院关于内地与澳门特别行政区相互认可和执行民商事判决的安排》法释 [2006]２号（2006年２月13
日最高人民法院審判委員会第1378次会議通過、2006年４月１日発効）
12　《最高人民法院关于内地与香港特别行政区法院相互认可和执行当事人协议管辖的民商事案件判决的安排》法
释「2008」９号（2006年６月12日最高人民法院審判委員会第1390次会議通過、2008年８月１日発効）
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ていくと見られている。
　（３）申立書添付書類の提出要求について、1998年規定第４条では「申立人は申立書を提出し、
且つ「一つの中国」という原則に違反していない台湾地区関係法院の民事判決書正本または誤りが
ないという証明を経た副本、証明文書を添付しなければならない」と規定されていた。第５条は申
立書の記載事項について、明文規定を設け、さらに第６条においては、事件の受理要件として、中
国本土の人民法院が申立書を受理したときは、審査を経て、同規定の第４条の内容と同規定第５条
申立書記載事項の条件に合致した場合は、７日以内に受理しなければならない。同規定第４条及び
第５条の条件に合致していない場合は、受理してはならず、且つ７日以内に申立人に通知し、同時
に不受理の理由を説明しなければならないと規定されていた。これに対して、2015年規定では、受
理要件と見られた1998年規定の第４条を削除し、その代わりに、第15条に一つの中国の原則など国
家法律の基本原則に違反している場合、承認しない裁定を行う旨を明文規定として定めている。つ
まり、受理可否を判断する段階で一つの中国の原則に違反しているか否かを絶対の受理要素として
考えるのではなく、承認審査をする段階での判断要素として扱われるようにしたものである。実際
の事務上、受理の可否を判断する段階で、一つの中国の原則に違反しているか否かを判断するのが
難しく、いっそこの判断を承認審査の段階に移行させ、申立資料を全面的に審査して、総合的に判
断するのが望ましいというのが規定変更の趣旨だと考えられる。
　以上から見ると、1998年規定と比べて、2015年規定においては、申立資料が簡易となり、受理要
件も緩和されたことになる。
４．手続上の権利保障
　当事者の手続上の権利を十分に保障できるよう、2015年規定においては，1998年規定を、以下の
ように改正が行われた。
　（１）被申立人を明確に示すことが要求され、事件と関連する司法文書も被申立人の手元に送達
することが要求されている。1998年規定では被申立人という項目がなく、その代わりに、当事者お
よび被告という名称が使われていた。判決の承認・執行を申立する事件で、被申立人を明示する必
要があるか否かについては、実務上各地方法院によって見解が分かれているが、被申立人としては
事件と密接な関係をもち、事件の申立資料に明示することで、被申立人に対して書類を送達するこ
とができ、被申立人の手続上の権利をある程度保障できるようになると考えられる。
　（２）手続上の救済措置が明文化された。
　2015年規定の第８条においては、「本規定の第４条及び第７条に規定された条件を満たす申立て
に対して、人民法院は申立てを受領してから７日以内に立件するとともに、申立人及び被申立人に
通知し、同時に被申立人に申立書を送達しなければならない。本規定の第４条及び第７条に規定さ
れた条件を満たさない場合、７日以内に受理しない判断を行うとともに、受理しない理由を説明し
なければならない。申立人は裁定に不服がある場合は、上訴することができる」と規定され、上訴
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可能性を明文で規定した。これに対して、1998年規定第６条の後半部分では、「同規定の第４条及
び第５条の条件に合致しない場合は、受理してはならず、且つ７日以内に申立人に通知し、同時に
不受理の理由を説明しなければならない」と定められていただけで、申立人による上訴が可能とい
うことが規定されていなかった13。
　また、人民法院による審査を経て下された判決の効力に関しては、2015年規定以前の４つの関連
司法解釈には明文規定が定められていなかったが、2015年の（最高人民法院による『中華人民共和
国民事訴訟法』の適用に関する解釈）の第548条第３項および第551条の条文によれば、この類の民
商事判決の承認・執行の判決効は裁定が送達された時に法的効力が生じると規定されていること、
またすでに公布されて発効している「中国本土とマカオ間の民商事判決の承認・執行に関する規
定」14の第12条に、当事者が裁定の結果に対して不服がある場合、上級人民法院に上訴できるとの
規定がなされていたことに鑑み、台湾法院の判決を香港とマカオの民商事判決と平等に取り扱うと
いう観点から、2015年規定の第18条第２項にも同じ内容が定められ、さらに裁定が送達された日か
ら10日以内に上級の人民法院に再度審議してもらうことを請求することができると明文規定が設け
られた。
５．平行訴訟（二重訴訟）及び訴訟競合の防止
　1998年規定の中には、判決効の矛盾を避けるための規定が置かれている。まず人民法院は台湾地
区関係法院の民事判決の承認申立てを受理した後、当事者が同一事実に基づいて訴訟を提起した場
合、これを受理してはならない（1998年規定12条）。これは、台湾の判決の承認申立ての審理中に
新たに同一事件について訴訟を提起することは、二重訴訟の場合と同様、矛盾した判断を生じる危
険性があるため、このようなことを禁じたものである15。ただし、承認申立てをしていない段階で
は訴訟を提起することができる（1998年規定13条）。また、1998年規定第16条によれば、先に人民
法院で訴訟が係属され、その判決前に、同一事件について下された台湾判決の承認申立てがなされ
た場合には、係属中の訴訟を中止することになる。つまり、平行訴訟が起こった場合、台湾法院が
先に判決を下し、当事者が大陸人民法院に承認申立てを申し立てた場合には、人民法院は係属中の
事件の審理を中止し、台湾判決の承認申立てを先に審理しなければならないことになる。このこと
は、人民法院が管轄の積極的衝突による競合問題を解決するために、本土側の管轄権を放棄してい
13　1998年規定第６条：第六条、人民法院收到申请书，经审查，符合本规定第四条和第五条的条件的，应当在七
日内受理；不符合本规定第四条和第五条的条件的，不予受理，并在七日内通知申请人，同时说明不受理的理由。
第六条、人民法院が申立書を受理したときは、審査を経て、本規定第４条及び第５条の条件に合致した場合は、
７日以内に受理しなければならない。本規定第４条及び第５条の条件に合致しない場合は、受理してはなら
ず、且つ７日以内に申立人に通知し、同時に不受理の理由を説明しなければならない。
14　《最高人民法院关于内地与澳门特别行政区相互认可和执行民商事判决的安排》法释 [2006]２号（2006年２月13
日最高人民法院审判委员会第1378次会议通过，2006年４月１日発効）
15　村上幸隆「台湾の判決の中国での承認に関する新規定」『国際商事法務』Vol.26,No.8（1998）815頁。
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るとみることもできる。これに比べて、人民法院が国際的な平行訴訟を解決する場合、あるいは香
港・マカオとの間の民商事判決の承認・執行に関する規定の中には、このような規定がなく、台湾
判決について判決の先後を考慮しすぎではないかとの批判があった16。そのため、2015年規定では、
平行訴訟に関して、第11条と第12条の明文規定が新たに設けられている。つまり、第11条では「人
民法院は台湾地区法院の民事判決の承認の申立てを受理した後に、当事者が同一紛争について提訴
する場合、これを受理しない。一方の当事者が人民法院に提訴した後、他方の当事者が人民法院に
承認を申し立てた場合には、承認の申立てを受理しない」、第12条では、「台湾地区の関連法院で判
決が下されている場合、当事者が承認を申し立てず、同一紛争について中国本土人民法院に提訴し
た場合、人民法院はこれを受理しなければならない」と規定されている。第11条条文から、中国本
土の人民法院が判決の承認・執行の申立てを受理する以上、同一紛争についての提訴の受理はしな
いということが明確となった。
６．不承認事由17
　台湾の民商事判決が中国本土で承認・執行が申し立てられた際、人民法院が何を基準として、承
認の裁定を行うかに関して、2015年規定の第15条、第16条に、具体的に明文規定が設けられている。
従来の規定と比較すると、以下のような改正が行われた。
　（１）不承認裁定と却下裁定を区分する規定が明文で定められた。1998年規定の第９条第１項では、
承認申立てされた民事判決が未確定の場合を不承認理由の一つとして定めていた。しかし、一旦不
承認と裁定されてしまうと、その後判決が確定しても、もはや承認申立てをすることができず、中
国本土で再度最初から裁判を起こすことが必要になる。これは当事者の利益保護の観点からは不都
合であると考えられ、2015年規定は、当事者の利益保護の主旨から、同規定の第16条第１項に、申
立てを却下する裁定の場合を明確に示した上で、第２項で、申立てを却下する裁定がされた場合で
も、その後に条件を満たせば、再度申し立てることができ、人民法院が申立てを受理しなければな
らないと明文で追加規定された18。
　（２）2015年規定では、1998年規定の第９条第４項の条文にある「仲裁合意」の前に「有効な」
16　郃中林、李赛敏《人民司法（应用）》【期刊年份】2016年第７期
　 中国法学网https://www.iolaw.org.cn/showNews.aspx?id=49994　2020年05月25日閲覧
17　村上幸隆　前掲注14）818頁。
18　《最高人民法院关于认可和执行台湾地区法院民事判决的规定》第十六条人民法院经审查能够确认台湾地区法
院民事判决真实并且已经生效，而且不具有本规定第十五条所列情形的，裁定认可其效力；不能确认该民事判
决的真实性或者已经生效的，裁定驳回申请人的申请。裁定驳回申请的案件，申请人再次申请并符合受理条件的，
人民法院应予受理。『最高人民法院による台湾地区法院の民事判決の承認及び執行に関する規定』法釈「2015」
13号第16条、人民法院による審理の結果、台湾地区法院の民事判決が真実且つ確定済みであり、且つ本規定
の第十五条に規定された事情を有しないことを確認できた場合、その効力を承認する裁定を下す。当該民事
判決の真実性又は確定済みであることを確認できない場合、申立人の申立てを却下する裁定を下す。申立て
を却下する裁定が下された事件について、申立人が再度申立てをし、且つ受理条件を満たす場合、人民法院
はこれを受理しなければならない。
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が追加され、それと共に、「仲裁合意の優先適用を放棄していない場合」として仲裁合意が優先さ
れる場合を限定する文言を加える形に改正された。これは、当事者間に、もしすでに、有効な仲裁
合意があれば、裁判所の管轄権が排斥され、仲裁合意が優先的に適用されることを規定したもので
ある。また、有効な仲裁合意があっても、当事者が仲裁合意の優先適用を放棄した場合には、裁判
所に管轄が生じるから、人民法院が承認・執行の申立てに対して、不承認との裁定を下すことにな
る19。1998年規定では、不承認事由の一つとして、事件の双方当事者が仲裁合意をしていた場合と
されていたが、明確性に欠けていることから、2015年規定では上述のような改正が行われた（2015
年規定第15条第１項第３号）。
　（３）台湾の判決について中国本土での承認・執行が本土の人民法院に申し立てられた際の不承
認事由の一つとされている1998年規定の第９条第５項の条文「事件が、人民法院が既に下した判決
または外国、国外地区の法院が下した判決または国外仲裁機関が下した仲裁判断で人民法院が承認
している場合」を３項に細分し、それぞれ2015年規定の第15条第１項第４号、第５号、第６号によ
り明確な条文に改正された。すなわち、2015年規定の第15条第１項第４号によれば、「事件が、人
民法院が既に下した判決または中国本土の仲裁廷が既に下した仲裁判断である場合」となっている。
1998年規定の第９条第５項の条文と比較すると、前半部分に、「中国本土の仲裁廷が既に下した仲
裁判断」という内容が加えられた。このように改正が行われた理由としては、もし同一紛争につい
て、中国本土の仲裁廷が既に仲裁判断を下した場合、人民法院が承認の裁定をしてはならないが、
1998年規定では、このような明文がなく、規定がなされていなかったため、2015年規定に新たにこ
の趣旨を設けたと考えられる。そして、「仲裁廷」という言葉が規定に新たに使われた。これは将来、
中国本土では、「臨時仲裁廷」20という制度が導入される可能性があることを考慮し、考案されたも
のと考えられる。2015年規定の第15条第１項第５号の条文によれば、「香港特別行政区、マカオ特
別行政区又は外国の法院が既に同一紛争について判決を下しかつ既に人民法院が承認または承認し
た場合」となっている。1998年規定の第９条第５項の条文と比較すると、「外国、国外地区の法院」
が「香港特別行政区、マカオ特別行政区又は外国の法院」になり、その上「同一紛争について」が
つけ加えられた。実質的な大きな変更はされていないと考えられるが、香港特別行政区、マカオ特
別行政区が下した判決の場合、どういう扱いがされるべきかが明確になったと言える。そして、
1998年規定の第９条第５項の後半部分、「または国外仲裁機関が下した仲裁判決で人民法院が承認
をしている場合」という内容が2015年規定第15条第１項第６号の条文では「香港特別行政区、マカ
オ特別行政区又は外国の仲裁廷が既に同一紛争について下した仲裁判断で既に人民法院が承認また
19　台湾地区の仲裁法第４条第１項によれば、当事者間で有効な仲裁合意がなされていても、当事者の一方が裁
判所に提訴し、もう一方の当事者が応訴した場合、裁判所は管轄権を行使することができる。
20　英語ではadhocarbitration、中国では臨時仲裁廷という訳が一般に使われ、日本語のアドホック仲裁に当た
るものである。
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は承認している場合」と改正された。これも判決の場合と同じく、香港特別行政区、マカオ特別行
政区の仲裁廷が下した仲裁をどう扱うべきかを明文で明確に示したものである。ここでの「仲裁廷」
という言葉の使用も同規定第４号の条文と同じ趣旨だと考えられる。
　（４）1998年規定第９条第６項にある公序の留保は2015年規定の第15条第２項に改正され、それ
と同時に、一つの中国の原則などの国家法律の基本原則に違反しもしくは社会公共の利益を害する
場合、人民法院は不承認の裁定を下さなければならならないと明確に規定を設けている。
７．申立ての期限
　申立て期限の改正について、2015年規定は、現行の『中華人民共和国民事訴訟法』（2012年８月
31日公布、2013年１月１日施行）および2012年の民事訴訟法改正に伴い、2015年１月31日に最高人
民法院により公布された「『中華人民共和国民事訴訟法』の適用に関する解釈」（以下「2015年民訴
法解釈」という。）を参考に、改正が行われた。2015年規定の第20条によれば、「申立人が台湾地区
法院の民事判決の承認及び執行を申立てする期限については、民事訴訟法第239条の規定を適用す
る。ただし、台湾地区法院の身分関係に関する判決の承認申立てを除く。申立人が承認のみを申立
て執行の申立てをしなかった場合、執行の申立期間は人民法院が承認の申立てに対して下した裁定
が発効した日から改めて起算する」となっている。まず、第20条第１項の前半部分を見てみる。承
認申立ての期間制限について、1998年規定の第17条では「台湾地区関係法院の民事判決の承認申立
てをする場合、当該判決の効力が生じた後１年以内に提出しなければならない」と定められていた
が、その後、2009年の補充規定では申立て期限が２年間に延長された。いずれも、その当時の民事
訴訟法および司法解釈の規定に則り、そう規定されていたものである。2012年の民事訴訟法の改正
と2015年民訴法解釈の第547条第１項では、外国法院が下した判決または外国仲裁機関が下した仲
裁判断が中国本土で承認・執行を申し立てられた際の執行期限は民事訴訟法第239条の規定を適用
すると規定されているため、台湾判決が中国本土で承認・執行が申し立てられる際の具体的な申立
て期限についても、2015年規定では、2015年民訴法解釈第547条第１項の規定を援用し、「申立人が
台湾地区法院の民事判決の承認及び執行を申立て期限については、民事訴訟法第239条の規定を適
用する」と規定されている。次に、2015年規定の第20条ただし書きの部分を見てみる。ただし書き
は「ただし、台湾地区法院の身分関係に関する判決の承認申立てを除く」となっている。身分関係
の民事判決は承認のみが必要となるケースが実務上多く、承認申立ての制限を設けなくていいと考
えられ、第20条条文の後半部分にただし書きとして記されている。そして、第20条第２項では、申
立人が承認のみを申立て、執行の申立てをしなかった場合に、執行の申立て期限について特則を設
けている。すなわち、2015年民訴法解釈の第547条第２項を参照して、「申立人が承認のみを申立て
執行の申立てをしなかった場合、執行の申立て期限は人民法院が承認の申立てに対して下した裁定
が発効した日から改めて起算する」と定められている。承認及び執行が同時に申し立てられる場合
は、執行の申立て期限を別途計算する必要がなく、承認のみが申し立てられて、その後、また執行
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の申立てが申し立てられた際は、人民法院が承認の申立てに対して下した裁定が発効した日から改
めて起算する必要があるとしたもので、当事者の利益保護の観点からも妥当だと考えられる。
　2015年規定は、審判の組織、保全措置、台湾民事判決が承認された後の効力などの点について、
従来の1998年規定とほぼ変わらず、大きな改正は行われていない。審査期限の計算および受理費用
については、第22条で《訴訟費用交付》規定が定められ、明確な改正が行われた。
　以上、2015年規定でどのような改正が行われたかについて分析を行った。1998年規定よりも、
2015年規定は、より明確な文言に改正され、より容易な承認・執行申立てができるように改定が行
われた。総合的に見れば、2015年規定の公布により、台湾地区法院が下した民事判決が中国本土で
承認・執行を申し立てられる際、よりスムーズに受理できるようになると考えられる。中国本土司
法当局から見れば、台湾地区は香港、マカオ特別行政区と同等な地位にあり、積極的な区際間の司
法共助が両岸人民の利益保障につながるとの考え方が2015年規定の条文から読み取れる。
三、中国本土の判決の台湾での承認・執行
１．立法の概況
　台湾では、外国判決の承認および執行に関する一般法源は、民事訴訟法402条と現行の強制執行
法４条の１の規定である。これらの立法は、制定当時ドイツ法をモデルにして自動承認を原則とし
つつ、外国判決の承認要件として、承認拒絶事由という消極要件の定め方を採っていた21。その後、
法改正が何度もあったが、どれも文言修正にとどまるものであり、この定め方がずっと採られてき
た。そこで、現行民事訴訟法402条は、次の各号に掲げる事項のいずれかに該当する場合、外国判
決の効力を認めないと規定している。すなわち、一、中華民国の法律により、外国法院が管轄権を
有しなかったこと。二、敗訴の被告が応訴しなかったこと。ただし、訴訟開始の通知もしくは命令
により相当の期間を経て当該国において適法に送達した場合、または中華民国の法律上の協力送達
により送達した場合はこの限りでない。三、判決の内容または訴訟手続が中華民国の公の秩序また
は善良の風俗に違反したこと。四、相互の保証がないこと22。外国判決は、上記の規定により、承認・
執行の可否を判断される。その一方、香港およびマカオの判決に関しては、《香港及びマカオ関係
条例》第42条の規定において、「民事訴訟法402条及び強制執行法４条の１の規定は香港及びマカオ
の民事確定判決の効力、管轄及び強制執行の要件に準用する」と規定され、外国判決と同様な扱い
をされていることが読み取れる。中国本土の判決の台湾における承認・執行に関しては、1992年に
21　蔡秀卿「台湾における外国判決の承認及び執行の現状」『産大法学』48巻３・４号（2015.２）　801頁。
22　中華民国民事訴訟法402条：外國法院之確定判決，有下列各款情形之一者，不認其效力：一、依中華民國之
法律，外國法院無管轄權者。二、敗訴之被告未應訴者。但開始訴訟之通知或命令已於相當時期在該國合法送達，
或依中華民國法律上之協助送達者，不在此限。三、判決之內容或訴訟程序，有背中華民國之公共秩序或善良
風俗者。四、無相互之承認者。前項規定，於外國法院之確定裁定準用之。
63
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第50号 （2021.１）
台湾で制定された《台湾地区と大陸地区の人民の関係に関する条例》23（一般に1992年「両岸関係条
例」と呼ばれ、以下では「関係条例」と略す。）の第74条が法的根拠となり、承認・執行に関する
規定が定められている。同条例の74条24によると、「①大陸地区において作成された民事確定判決、
民事仲裁判断は、台湾地区の公の秩序または善良の風俗に違反しないものは、裁判所に申し立てて
裁判により承認される。②前項の裁判所の承認決定を経た裁判または判断は、給付を内容とするも
のは、債務名義となりうる」と規定している。
　中国本土と台湾の間では複雑な関係に置かれた状況が続いている間も、両岸人民は文化活動をは
じめとするさまざまな分野で交流を続けてきた。両岸人民間の民商事判決や仲裁の相互承認・執行
の問題に関しては、台湾において、これまでいくつか条例や規定という名の立法がなされている。
台湾で制定された法律は主に以下の三つである。すなわち、①1992年７月に制定・公布された「関
係条例」。これは、その後、数度の改正を経て、現行の2019年７月24日改正法に至っている。②
1992年９月に公布された《台湾地区と大陸地区の人民の関係に関する条例の施行細則》（以下1992《施
行細則》と略す。）。この細則も、その後、数度の改正を経て、現行の2018年５月30日改正法に至っ
ている。③2009年４月26日に、南京で海峡両岸関係協会会長陳雲林氏及び台湾海峡交流基金理事長
江丙坤氏が共同で署名した《海峡両岸共同による犯罪取締り及び司法共助協議》25（以下、司法共助
協議と略す。）である。①の関係条例と②の《施行細則》は、その後、中国判決が台湾で承認・執
行を求められる際に、主たる法的根拠となっている。以下、この三つの法案を個別に検討する。
（１）《両岸関係条例》
　1992年７月に、台湾当局は、中国本土と台湾間の民商事関係の衝突を解決するため、中国本土に
先んじてこの「関係条例」を制定した。制定された当初、「関係条例」は全文６章96条であったが、
公布されて以降、何回かの改正を経たものの、条文数は変わらず、今でも全文６章96条のままとなっ
ている。現行条例は2015年６月に改正されたものであり、それ以来改正は行われていない。両岸間
の民商事判決の承認・執行については、主に、条例の第74条により判断される。しかし、第74条は、
原則を示しただけで、明確性が欠けているとの指摘もあり、台湾司法院は中国本土が下した判決に
ついて、条例第74条以外に、民事訴訟法第402条および強制執行法第４条の１の規定を準用するこ
とにしている。関係条例の規定に基づき、1995年９月20日台湾板橋地方法院は中国江蘇省南京市中
23　1992年７月31日《台湾地区舆大陸地区人民関係条例》
24　《台湾地区舆大陸地区人民関係条例》第74条：在大陸地區作成之民事確定裁判、民事仲裁判斷，不違背臺灣
地區公共秩序或善良風俗者，得聲請法院裁定認可。前項經法院裁定認可之裁判或判斷，以給付為內容者，得
為執行名義。前二項規定，以在臺灣地區作成之民事確定裁判、民事仲裁判斷，得聲請大陸地區法院裁定認可
或為執行名義者，始適用之。
25　「海峡両岸の犯罪共同取締まり及び司法共助に関する取り決め」とも訳されている。
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級人民法院が作成した離婚判決の承認申立てに対して、承認することを裁定した26。これは中国大
陸人民法院の下した民事判決が初めて台湾地方法院で承認された事例である。また、1996年１月19
日、台湾桃園地方法院が福健省厦門市中級人民法院の下した判決（不法行為による損害賠償金支払
い判決）の承認申立てに対して、承認することを裁定した27。それ以降、大陸人民法院が下した離
婚判決および財産関係の民事判決の多くが台湾地方法院で承認されている。
　1997年４月、台湾当局が関係条例を改正する際に、1992年に制定された第74条に、第３項を追加
した。すなわち、現行の関係条例第74条第３項は「前二項の規定は台湾地方において作成された民
事確定判決、民事仲裁判断が大陸人民法院で承認または執行されたときに適用する」と規定してい
る。この改正がなされた趣旨は、相互の保証があることを確保することと考えられる。このように、
公序則に加えて、相互保証原則を設けている。しかし、この改正は、中国大陸人民法院の下した判
決が台湾で承認・執行されることを促進するよりも、むしろ阻害要素となっていると指摘されてい
る28。
（２）《施行細則》
　1992年９月に制定された《施行細則》は1998年５月６日に改正が行われた（以下、1998年に改正
された施行細則を1998年施行細則という。）。第54条に、「本条例第74条の規定により、台湾法院に
承認を申し立てられた大陸人民法院が作成した民事確定裁判、民事仲裁判断は行政院又は指定機構
の委託を受けた民間団体に認証される必要がある」と新しい内容が挿入された。2018年５月まで、
施行細則は何回かの追加改正を経て、現行の施行細則の形になっている。1998年施行細則第54条の
追加内容が現行執行細則の第68条に該当する29。当該規定により、海峡交流基金会の権限が拡張さ
れ、両岸間民商事司法共助のプロセスおよびコストが増加してしまった30。
（３）《司法共助協議》
　2009年４月26日、《司法共助協議》が海峡両岸の関連機構により公布された。この《司法共助協議》
は全文５章24条により構成され、中国本土と台湾の双方は民事、刑事分野で相互に協力することで
合意をした。同協議は、総則、共同による犯罪取締り、司法共助、請求プロセス、附則などの５つ
26　承認された判決は南京中級人民法院（1994）寧民初字第104号であり、台湾板橋地方法院の承認裁定は板橋
法院84年度家声字第24号である。
27　承認された判決は厦門市中級人民法院（1992）厦中法経初字第37号、福建省高級人民法院（1993）闽経終字
第95号であり、台湾桃園地方法院の承認裁定は桃園地方法院84年度声字第429号である。
28　謝国児・聞志強「台湾地区认可与执行大陆民商事判决的现状、困境与完善」《法律适用》2018年第４期78-79頁。
　 刘仁山「我国大陆与台湾地区民商事判决相互承认与执行之现状，问题及思考」《武汉大学学报（哲学社会科学
版）》2009年第６期735-740頁。
29　法源法律网https://db.lawbank.com.tw/FLAW/FLAWDAT0202.aspx?lsid=FL016529　2020年05月25日閲覧
30　謝国児・聞志強　前掲注28）78頁。
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の部分からなる31。そこには、犯罪の共同取締まり、文書の送達、取り調べ・証拠取集、民事裁判
と仲裁裁定（仲裁判断）の承認と執行、受刑者（刑事裁判を受けて刑が確定した者）の移管（引き
取り・送還）、双方が合意したその他の協力事項が含まれる。両岸間の民商事判決の承認・執行に
関する内容は主に第３章と第４章にある。第３章は司法共助の内容を具体的に規定し、その中にあ
る第10条規定32では「関係条例」の公序則と相互保証原則が再度強調されている。第４章の第18条
は司法共助（判決承認を含む）の請求方式を規定し、1998年執行細則にある民間団体による証明と
いう条文は削除されている33。共助協議は両岸間機構が授権を受けて結んだ総括的な司法共助協議
であり、中国本土と台湾間の民商事判決および仲裁判断の承認・執行に有益な役割を果たしている
と評価される一方、同協議は宣言的な意味が強く、実務レベルではさらなる検討を要するとの見解
もある34。
　以上、台湾における中国本土の民商事判決の承認・執行に関する立法を検討したが、実際に実務
上、中国大陸人民法院の下した民商事判決が台湾で承認・執行がスムーズにできているだろうか。
上述したように、1995年以来、大陸人民法院が下した離婚判決および財産関係の民事判決の多くが
台湾地方法院により承認されている。また、1999年10月15日、台湾板橋地方法院は海南省海口市中
級人民法院が1995年10月26日に下した（1995）海中法経初字第54号民事確定判決を承認した。これ
は、大陸人民法院が下した財産給付民事判決について台湾地方法院に強制執行が申し立てられた事
案で、台湾地方法院が承認・執行を認めた初の例と見なされている35。それ以来、中国本土と台湾
間の民事判決の承認・執行は両岸司法当局の努力で大きな発展を遂げている。しかし、それに伴っ
て、以下に述べるような新たな問題点と課題も生じている。
四、問題点と課題
　上記から分かるように1990年代以来、中国本土と台湾間は判決の相互承認・執行や、手続上の司
法共助に様々な努力をなしてきた。判決の承認・執行に関連する規定は、すでに中国本土側、台湾
側の双方において制定されている。これらの規定に基づき、中国本土と台湾間の民事判決の承認・
執行はできるようになり、両岸人民の法的利益の保証に積極的な役割を果たしている。しかし、冒
頭で述べた歴史的に遺された懸案問題と法制度の違いのために、中国本土と台湾間の民事判決の相
互承認・執行がすべてスムーズにできるということではなく、未だ多様な困難に直面している。以
31　（海峽兩岸共同打擊犯罪及司法互助協議）
 　https://law.moj.gov.tw/LawClass/LawAll.aspx?PCODE=Q00700132020年05月25日閲覧
32　（海峽兩岸共同打擊犯罪及司法互助協議）十、裁判認可雙方同意基於互惠原則，於不違反公共秩序或善良風
俗之情況下，相互認可及執行民事確定裁判與仲裁判斷。
33　十八、互免證明雙方同意依本協議請求及協助提供之證據資料、司法文書及其他資料，不要求任何形式之證明
34　謝国児・聞志強　前掲注28）78頁。
35　冯霞《涉港澳台区际私法》中国政法大学出版社2012年版370頁。
66
中国本土と台湾間の民事判決の相互承認及び執行に関する一考察　　　方　世良
下、実際にまだ現存している幾つかの課題を整理することにする。
（１）管轄権の衝突
　中国本土側と台湾間の法律制度の違いにより、裁判管轄に関する規定も違っている。例えば、専
属管轄に関しては、2000年７月に台湾籍の孫氏が中国本土上海市楊浦区に持つ不動産に関する台湾
台北地方法院が下した判決36について上海市で承認・執行が申し立てられた事件では、上海市第２
中級人民法院は、当該不動産に関する事件の管轄に関しては不動産所在地の裁判所の管轄に属する
と判断し、台湾法院は管轄権がないため、台湾で下された判決を承認しないという判決を下した。
政治問題を除く、中国本土と台湾間の管轄衝突は主に立法上の相異によるものだと考えられる。上
記の不動産所在地管轄のほかにも、婚姻に関しては、台湾地区では専属管轄に属し、相続は専属管
轄に属さないと定められているが、中国本土はそれと真逆である。このような立法上の相違は、必
ず管轄権の衝突をもたらすことが予想される。
（２）司法文書の認証及び送達
　中国本土の人民法院が台湾判決の承認・執行の申立てを受理したが、関連する司法文書を当事者
に送達できないことが多々ある。2011年６月25日に中国本土の最高人民法院により、『人民法院が
行う海峡両岸文書送達及び証拠収集調査、司法共助事件の審理に関する規定』が公布された。この
規定は、人民法院が海峡両岸の民事・刑事・行政訴訟事件を審判する際に、司法文書の送達、証拠
収集調査を行う場合などの司法共助のプロセスを定めている。しかし、これはあくまでも、中国本
土側により制定された規定である。両岸双方的な協定と言えば、1993年４月、海峡会と海峡基金会
により制定された『両岸公証書の査証に関する協議』と2009年４月26日、海峡両岸の関連機構によ
り公布された《司法共助協議》が上げられる。しかし、いずれも民間団体によるものである。現段
階は、民間団体による協力で司法共助が多少できているが、政治上の影響から、民間団体による司
法共助には限界が見える。例えば、2002年10月に、最高人民法院が各人民法院に海基会から委託送
達された訴訟文書は一時的に受理を中止するように通達を出した。その後は、また回復したが、両
岸間の判決の承認・執行もこれに影響されて効率が下がると同時に、当事者にも負担が大きくかか
ることになった。
（３）既判力の問題
　ある国の裁判所が下した判決は、その国おいて既判力、執行力、形成力を有するのが一般原則で
ある。しかし、中国本土の人民法院が下した判決に対して、2007年台湾最高法院九十六年度台上字
第2531号判決は、中国本土の法院が下した判決は既判力がないという理由で不承認裁定をした（同
様に、最高法院97（2008）年11月13日97（2008）年度台上字2376号判決、士林地方法院98（2009）
年10月20日98（2009）年度声字601号判決）。最高法院は、自動承認ではなく「裁定承認制」とい
36　1999年度简上字第208号判决と2000年度再易字第23号判决
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う中国の判決承認の性質と、中国判決の執行名義性を確定判決を根拠とするのではなく特別の法律
の定めによるものと位置づけていることを理由として、承認される中国判決には執行力はあるが既
判力はなしという結論を出したものである37。これらの裁定は法学者による批判が多く、承認され
た中国判決は既判力を有するとする見解が多数である。このように、中国本土の人民法院が下した
判決に既判力がないと認定されると、判決の承認・執行が難しくなり、場合によっては、台湾地区
法院で再度裁判をすることにもなりうる。
（４）承認の範囲の問題
　中国本土で下された民事判決が台湾で承認・執行される範囲については、主に《両岸関係条例》
の第74条第１項によって、承認裁定の判断がなされる38。この条文によれば、中国本土の人民法院
が下した民事調停書は承認の範囲外となっている。台湾板橋地方法院声字第977号民事裁決と台北
地方法院士林分院第333号民事裁定などは、この条文に基づいて、民事調停書は有効な民事判決や
仲裁判決に当たらないとして、不承認となった。他方で、中国本土側の2015年規定では、前述のと
おり、台湾地区でなされた民事裁判としての性質と効力がある大ていの法律文書が承認・執行の申
立てができる判決の範囲に含まれることになっている。このように、民事判決の承認範囲について、
中国本土側と台湾側には相違が現存し、対等ではない立場にあることが分る。
（５）相互保証（互恵の関係性）の不明確性
　外国判決を自国で承認・執行する場合、相互保証（互恵の関係性）が一つの要件として、しばし
ば検討される。多数の国ではすでに立法の形で相互保証（互恵の関係性）を肯定している。上述し
たように、外国判決が中国での承認および執行が申し立てられる際、中国においては、「互恵関係」
の具体的内容を示す司法解釈や、その他の明示的な解釈がないため、実務上、「互恵関係」の有無
を判断することが判決を左右することとなり、「互恵の関係」の意味が不明確であることにより異
なる判断がなされることがある。さらに、台湾の判決が中国本土で承認および執行が申し立てられ
るケースについては、中国本土側が香港、マカオと同じ扱いで区際間の司法共助という方針で審判
を行うため、1998年規定から2015年規定までの関連規定には、相互保証（互恵の関係性）の有無を
判断の要件として規定していない。その一方で、台湾側が1997年に改正を行った『台湾地区舆大陸
地区人民関係条例』第74条第３項では「台湾地区において作成された民事確定判決、民事仲裁判断
が大陸人民法院で承認または執行が認められたときに適用する」旨を規定している。この条文によ
れば、相互保証（互恵の関係性）は、台湾法院が中国本土人民法院の下した民事判決を承認および
37　蔡秀卿前掲注21）781頁。
38　両岸関係条例第74条第１項在大陸地區作成之民事確定裁判、民事仲裁判斷，不違背臺灣地區公共秩序或善良
風俗者，得聲請法院裁定認可。前項經法院裁定認可之裁判或判斷，以給付為內容者，得為執行名義。前二項
規定，以在臺灣地區作成之民事確定裁判、民事仲裁判斷，得聲請大陸地區法院裁定認可或為執行名義者，始
適用之。
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執行する前提条件となっている。これによって、中国本土人民法院が台湾地区法院の下した判決を
承認および執行しない限り、中国本土人民法院が下した判決が台湾地区法院で承認、執行されるこ
とは困難であると読み取れる。この規定については、中国本土と台湾間の民事判決の承認および執
行の実務にはマイナスの影響を与えていると多くの学者によって指摘されている。しかし、実際の
司法実務から見ると、台湾地方法院はすでに、中国本土により制定された1998年規定の前に、個別
事件で中国本土の人民法院が下した民事判決の承認を行っている39。このことは、相互保証の要件
を覆して、実際の互恵を認めた例としてしばしば取り上げられる。しかし、相互保証の不明確性と
判断基準の主観性が中国本土と台湾間の民事判決の相互承認・執行に障害を起こすことが考えられ
る。
（６）公序良俗の要件
　国際私法上、従来から、公序則の発動は慎重に行うべきだというのが通説の立場である。公序則
の発動により、本来準拠法とされるべき外国法の適用を排斥することとなり、これを濫用すれば、
国際私法の一般原則を無意味にしてしまう恐れがある。そして、外国判決の承認・執行を裁定する
際にも、承認要件として、公序則がしばしば問題となる。
　前述した《両岸関係条例》の第74第１条の後半部分には、「該当判決は台湾地区の公序良俗に違
反してはならない」と定めている。しかし、中国本土と台湾地区の政治制度および司法制度の違い
に鑑み、実際に判決の裁定過程では、どのような判決結果が台湾の公序良俗に違反しているかを裁
判官の自由裁量に任せることが多く、法律適用の不明確性および裁判結果についての予見可能性の
難しさが生じる。これに対して、中国本土の2015年規定第15条では、台湾判決が中国本土の公序良
俗に違反しているか否かの判断基準を明確な条文で示すことで、抽象的な公序良俗の概念を具体化
させ、裁判官が合理的な判決を下すことに根拠を提供している。中国本土と台湾間の公序良俗要件
に対する認識にズレがあることが実務に大きな影響を与えている。
五、将来の解決案
　上記の検討から分かる通り、中国本土と台湾間の民事判決の相互承認および執行には、様々な課
題がある。以下では、それらの課題を解決するために、いくつかの解決案を試みとして提案してみ
たい。
１．中国本土と台湾間の双方的な民事判決の承認・執行に関する協定の制定
　中国本土と台湾間の判決の承認・執行は、政治と歴史および司法制度の違いにより、中国本土と
香港・マカオ間の事情とはかなり違っている。中国本土と香港およびマカオ間にはすでに、各司法
39　台湾桃園地方法院八十四年度（1995年）声字第429号裁定、台湾地区高等法院八十五年度（1996年）抗字第
514号裁定。
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当局の協力により、民事判決の承認・執行に関する規定があることに鑑み、中国本土と台湾間にも
これらの規定を参考とし、双方的な協定または規定を制定することが望ましい40。例えば、中国本
土の最高人民法院と台湾地区の最高法院が司法共助協定を締結し、民事判決の相互承認・執行に関
する具体的なプロセス、申立条件、申立の範囲、申立期限などの問題について、明確に定めること
が考えられる。
２．管轄範囲の協議
　管轄権または管轄の範囲について、中国本土と台湾間には衝突が起き、民事判決の相互承認・執
行に阻害が生じている。この衝突を解決するには、両岸の司法当局による協議が必要ではないかと
考えられる41。先に申立てを受け、または審判手続を開始した地区裁判所に管轄権があるとの優先
管轄原則や当事者の選択を尊重する、あるいは最も密接な関係がある地区の法院に管轄権を認める
などのいくつかの原則を協議により制定し、それによって、管轄権を決めることが効率的な解決方
法の一つだと考えられる。
３．公序良俗原則の制限的使用
　公序良俗原則の制限的使用がこれからの中国本土と台湾間の民事判決の承認・執行の実務には必
要と考えられる。台湾側により制定されている中国本土の民事判決の台湾における承認・施行に関
する規定には、公序良俗の要件が設けられているのは上述した通りである。しかし、公序良俗とい
う概念は極めて抽象的な概念であり、実務における公序則の恣意的な発動が法の調和と両岸人民の
利益を阻害することになると思われる。台湾側の公序則要件については、明確な基準を示すことが
なく、またそれに関連する法解釈も十分にはなされていない。結果として、裁判官の自由裁量に任
せてしまうことが多くなることに鑑みると、中国本土の人民法院が下した民事判決に対して、公序
の要件に違反することを理由として、不承認の裁定を行うことは慎重にすべきであり、公序良俗原
則の制限的な使用が重要である42。
４．司法文書の送達の確保、証拠収集を目的とする調査の制限の緩和
　政治的、歴史的な原因で中国本土と台湾間には司法制度に大きな相違があることで、民事判決の
承認・執行にあたり、手続上、多様な困難が生じていることが分かった。両岸関連当局の協力によ
る司法文書送達の確保、証拠収集を目的とする調査への司法共助は、判決の相互承認・執行には非
常に重要な部分であり、制限を緩和させる必要があると考えられる43。
40　王冠玺・周翠「两岸民事判决的认可与执行问题研究」『法学研究』2010年第３期
　 丁兆增『海峡两岸民事司法中判决认可与执行探究』2015福州市律师论坛
41　謝国児・聞志強　前掲注28）84頁。
42　謝国児・聞志強　前掲注28）84頁。
　 丁兆増　前掲注40
43　周道鸾・杜万华「对祖国大陆法院认可台湾地区法院民事裁判实务中若干问题的探讨」『人民司法』2003年第
８期
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５．両岸間の法律人材の育成強化
　中国本土と台湾両岸間の民事判決の相互承認・執行がよりスムーズに進行するには、上記の関連
規定や司法共助措置のほか、もう一つ重要なのは両岸間で活躍できる法律人材の育成強化であると
考えられる。両岸間の法制度や政治、文化を十分理解し、且つ法律事務所で活躍できる制度の整備
ができれば、近い将来、きっと両岸間の司法実務に大きく影響を与えることが予想できる。法律人
材の育成強化については、2008年５月28日に、『台湾住民の国家司法試験への参加に関する若干の
規定』が中国司法部により公布された。これによると、台湾住民が中国本土の司法試験に参加し、
合格すれば、中国本土で弁護士として事件を代理することができる。しかし、台湾側にはこのよう
な規定はまだなく、中国本土の住民が台湾で弁護士として事件を代理することができない状態と
なっている。
　また、中国本土と台湾間の相互の留学も法律人材の育成の一つのルートとして、重要視されるべ
きである。両岸当局は、これからも着実な政策で積極的に両岸間の留学を進めることが期待される。
終わりに
　本稿は、中国本土と台湾間における判決の相互承認・執行に関する法律規定を概観した上で、台
湾地区法院の下した判決が中国本土で承認・執行を申し立てられる際に審査の基準となる2015年規
定を中心に分析を行った。そして、それを踏まえて、中台間の判決の相互承認・執行の現状と課題
を考察した。上記の考察から明らかなように、中国本土と台湾間の民事判決の相互承認・執行は既
に、1992年７月に台湾地区において制定・公布された「関係条例」が発効して以来、お互いにより
積み重ねられた努力で大きな発展を成し遂げた。特に、1998年規定の制定から2015年規定の法改正
まで、中国本土側は、台湾地区の民事判決の中国本土での承認・執行に対して積極的な姿勢を示し
ている。その一方で、台湾地区側により制定された規定の内容には、承認の範囲や既判力に対する
認識について中国本土との相違があり、厳しい制限が設けられていることも分かった。両岸人民の
法的利益のさらなる保証の観点から、これまでの両岸司法共助の実務経験に基づいて、台湾側にも
関連する規定を再検討する必要があると考えられる。
　2015年規定の制定によって、中国本土と台湾間の民事判決の相互承認・執行に具体的に如何なる
影響が生じているかについては、個別の裁判例が注目される。この点については、これからの課題
として、さらに検討していきたい。
